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「平成 27・28 年度 研究協力学校事業」のご案内 

 

 立冬の候、貴校におかれましてはますますご清祥のこととお慶び申しあげます。 

さて、標題にありますように、当研究所では平成 27・28 年度の研究協力学校を募集い

たします。下記要領をご覧の上、教員の資質向上及び教育研究活動の充実のため、ぜひ本

制度をご利用いただきますようご案内申しあげます。 

 

記 

 

1. 目 的  学校毎の教育実践研究の向上を図る。 

 

2．研究主題  教育実践に役立つもの。 

        なお、一教科に関する研究でも可とする。 

 

3．研究組織  多数の校内教員が参加し、学校の組織として研究を行うもの。 

教科に関する研究の場合は、原則として、当該教科全教員が研究に参

加すること。 

 

4．募 集 校  ３校 

 

5．研究期間  平成 27 年度～平成 28 年度（2 ヶ年継続の研究） 

 

6．研 究 費（助成額）  

年度毎に 50 万円を限度に交付（2ヶ年で最大 100 万円）。 

                      但し、研究に要する経費のうち、研究対象外経費及び限度額を超える経

費は、当該学校設置者の負担とします。 

 

※対象経費  当該研究に要する備品・図書・消耗品等の購入費、旅費交通費、通信費、

印刷製本費、その他当協会が適当と認める経費 

（当事業は、当協会会員各校の拠出金と東京都私学財団からの補助金で運営されております） 



7．研究費について 

   ①研究費は、当該研究のみに使用すること。 

          ②研究費は当該研究者の所属する学校の収入とし、学校法人会計基準等に従

い会計処理を行い、経費を明確にした帳簿、証拠書類を整備して 5 年間保

存すること。 

        ③取得した備品及び図書類は、当該学校法人等の定める管理規定に基づき、

善良なる管理者の注意を持って管理すること。 

 

8．研究成果について 

①平成 28 年度末に、研究成果の公開発表会を開催し、成果の周知をはかる

こと。 

        ②原則として、平成 28 年度「東京私学教育研究所紀要」に研究成果を掲載

すること。 

 

9. 申込期限  平成 27年 1月 16 日（金）必着 

 

 

10．決定通知  審査の上、2月下旬までに結果を申請者（研究代表者）あてに通知致し

ます。なお、多くの学校に利用していただくため、申請研究内容に加え、

貴校の過去の本制度利用状況も踏まえての審査になります。 

 

11. 申込方法・問合せ   

 所定の申込書（様式第 1号）・研究計画書（様式第 2号）を郵送にて、

お送りください。各様式は当協会研究所 HPの「研究協力学校」より 

ダウンロードしてください。 

 

           〒102-0073 千代田区九段北 4-2-25 私学会館別館 4階 

  東京私学教育研究所 研究協力学校 （担当:佐瀬） 

TEL 03-3263-0544  FAX 03-3263-0560 

東京私学教育研究所ＨＰ  

http://k.tokyoshigaku.com/ 

 

【参考】過年度研究主題 

 

○映像制作を通じた創造性の育成と内的企業家精神の涵養 

○自閉症児と健常児との混合教育―インクルーシブ教育を実現させる環境を求めて― 

○生徒が一人ずつ取り組める実験教材の開発とその実践 

○PIL・PBL 型の授業導入へ向けての研究と実践 

○学校博物館の資料映像の制作と教材化の研究 

○アクティブ・ラーニングによる思考力育成プログラム 

 


